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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は主に二点である。第一に、中国語の新聞を対象にした計量テキスト分
析の手法を複数検討した。とりわけ、データ収集や検閲など中国研究における特有の問題など、中国語の計量テ
キスト分析に関する議論を深めることができた。第二に、中国において自己検閲を生み出すメカニズムの一つで
ある新聞統制制度の変遷を明らかにした。党が商業紙に対して統制の制度を歴史的に構築する過程を追い、中国
の権威主義体制の持続を検討した。

研究成果の概要（英文）：This project had two key outcomes. First, I examined several methods of 
quantitative text analysis for Chinese newspapers. I especially focused on discussions of unique 
problems related to studying Chinese politics such as data collection and censorship. In addition, I
 organized a workshop exploring how quantitative text analysis can contribute to research on Chinese
 politics, as well as the limitations of this approach. Secondly, I explored changes in the Chinese 
system of newspaper control as a mechanism leading to self-censorship. Using the process tracing 
approach I demonstrated that self-censorship mechanisms may contribute to the continuity of 
authoritarian rule in China.

研究分野：政治学

キーワード： 中国　新聞　メディア　計量テキスト分析　商業化

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
豊富な中国語のテキスト資料は、中国政治を捉えることができるという社会的意義を持つ。しかし、日本の政治
学分野では中国語のテキストの分析手法に対する関心が高まっているものの、手法が確立されておらず研究事例
は少ない。本研究で検討した計量テキスト分析の手法は、中国の新聞のみならずSNSなどのテキストに対しても
有効である。以上のように、本研究課題を通じて計量テキスト分析の中国政治への応用可能性を議論することが
できた。研究対象を広げるなど手法を精緻化し、発展させていくことが今後の課題である。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
中国では改革開放以降、競争市場の導入と新聞社への国家財政補助の撤廃により、商業紙が
発展した。商業紙の役割をめぐっては、商業紙のジャーナリズム性を主張する先行研究が 1990
年代までは主流であった。しかし、2000年以降は商業紙が中国の権威主義体制の持続に果たす
役割を検討する研究が増えている。例えば、Stockmann（2012）は、商業紙は民主化を促進する
のではなく、党は商業紙を通じて世論を把握していると主張した。このように、中国において
商業紙が権威主義体制の持続とかかわるメカニズムに注目が集まっている。 
以上から、中国共産党は商業紙に対する統制の制度をどのように作り上げ、また商業紙はそ
れをどのように受容してきたのか。本研究では、自己検閲（Self-censorship）に着目して分析を
行う。自己検閲は政治的に敏感な問題や政策に対して新聞社内部で自主的に記事を修正するこ
とを指す。自己検閲が行われた記事は批判対象があいまいにされ、問題の指摘よりも解決策を
提示する内容となる（Tong 2009）。自己検閲は、商業紙が市場での利益を追求しながらも、党
への従属を示す事例であると言える。それゆえ、本研究は商業紙が行う自己検閲とともに、そ
れを生み出す党による統制の制度を明らかにすることで、中国における権威主義体制の持続を
考察する。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、中国の商業紙に対する統制のメカニズムと、商業紙が中国の権威主義体制
の持続とかかわるメカニズムを明らかにすることである。分析には商業紙が行う自己検閲に着
目するとともに、自己検閲を生み出す制度の研究を行う。この上で、計量テキスト分析の手法
を発展させ、中国政治を分析するための手法としての応用可能性を検討する。 
 
３．研究の方法 
申請者は主に三つの方法にて本研究課題を遂行した。 
（１）計量テキスト分析 
商業紙の記事テキストを収集し、これらのテキストを用いて Pythonの機械学習用ライブラリ
や、Rのパッケージを検討した。 
（２）資料収集（フィールドワーク） 
中国の上海でフィールドワークを実施した。現地の研究者や記者と意見交換を行い、主に中
国の新聞をめぐる状況の変化やメディア研究の現状について貴重な意見を得た。 
（３）政策分析 
 党の新聞統制の政策を時系列的に追い、政策の変化から党が独裁者のジレンマを解決するメ
カニズムを検討した。 
 
４．研究成果 
（１）研究手法における成果 
本研究課題を通じて、中国語の計量テキスト分析の手法として、Rや Pythonを用いて中国語
の形態素分析が可能となった点に重要な成果があった。これによって、形態素分析の結果を元
にした機械学習の実行に向けた取り組みを行うことが可能となった。しかし、Pythonの機械学
習ライブラリや Rのパッケージを検討した結果、日本語のWindowsでは分析の過程で文字化け
を起こしやすい問題などが明らかになった。これにより、引き続き課題に取り組む必要がある
ことを確認した。 
以上の成果を元に、2018年 10月 20日に駒澤大学で行われた日本マス・コミュニケーション
学会において「中国語ソーシャルメディアの分析手法－変化する中国メディアをどのようにと
らえるか－」のタイトルで于海春氏、細貝亮氏（司会）と報告を行った。本ワークショップで
は、データ収集や検閲など中国研究における特有の問題など、中国語の計量テキスト分析に関
する議論を深めることができた。さらには、これまで中国語の計量テキスト分析を用いていな
い研究者と交流するきっかけになり、分野を越えて計量テキスト分析の応用可能性を議論する
ことができた点で有意義なものとなった。 
 
（２）研究内容における成果 
中国において自己検閲を生み出すメカニズムの一つである新聞統制制度の変遷を明らかにし
た。具体的には、上海の商業紙がニュースサイトを設立した事例を対象に新聞統制制度の変遷
や限界を指摘した。以上から、中国共産党が直面する独裁者のジレンマを解消するメカニズム
を検討した。 
この成果は、2019年 3月 22 日に公立小松大学の「高度情報化時代と国家の適応―中東と中
国の事例から―」のワークショップにおいて、「中国におけるメディア統制制度の変遷―情報化
による変化とその適応」のタイトルで報告した。このワークショップではアラブと中国におけ
るメディア統制の共通点と差異を検討するなど、本研究が比較研究に発展するきっかけとなっ
た点で意義のあるものとなった。 
 
本研究課題は申請者の妊娠・出産と育児と重なったため、成果を十分に公表することができ
ていない。そのため、以上の二つの成果を元に共同研究や 2019年度採択の若手研究の成果につ



なげていくことが今後の課題である。 
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